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【表紙】 

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成16年12月３日 
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【会社名】 株式会社 ニ チ ロ 

【英訳名】 NICHIRO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  田 中 龍 彦 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 

【電話番号】 03(3240)6460 

【事務連絡者氏名】 経理部 主計一課長  松 井 栄 助 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 

【電話番号】 03(3240)6460 

【事務連絡者氏名】 経理部 主計一課長  松 井 栄 助  

【縦覧に供する場所】 株式会社ニチロ 大阪支社 

（大阪市北区梅田一丁目３番１―1100号） 

株式会社ニチロ 名古屋支社 

（名古屋市中区栄一丁目６番14号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  （注） 大阪及び名古屋両支社は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜のため縦覧に供しております。



１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成16年６月29日に提出いたしました第114期（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）有価証券報告書の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。 

２【訂正事項】 

第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

注記事項 

（リース取引関係） 

２ 【財務諸表等】 

重要な会計方針 

注記事項 

（リース取引関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 



第一部 【企業情報】 

第５ 【経理の状況】 

 １ 【連結財務諸表等】 

  注記事項 

  （リース取引関係） 

（訂正前） 

（訂正後） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

建物及び 
構築物 

28 24 4

機械装置 
及び運搬具 

657 377 280

その他 
（工具器具備品） 

298 133 165

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

163 138 25

合計 1,148 673 475

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

建物及び 
構築物 

4 1 2

機械装置 
及び運搬具 

493 265 228

その他 
（工具器具備品） 

300 146 154

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

54 50 3

合計 852 463 389

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

建物及び 
構築物 

28 24 4

機械装置 
及び運搬具 

657 377 280

その他 
（工具器具備品） 

298 133 165

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

163 138 25

合計 1,148 673 475

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

497 266 231

その他 
（工具器具備品） 

300 146 154

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

54 50 3

合計 852 463 389

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 



 ２ 【財務諸表等】 

   重要な会計方針 

（訂正前） 

当該事項は、記載しておりませんでした。 

（訂正後） 

   注記事項 

   （リース取引関係） 

（訂正前） 

（訂正後） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

10 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、当事業年度末の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

10 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

左に同じ 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械装置 29 11 18

車輌運搬具 3 0 3

工具器具備品 106 30 76

合計 140 42 97

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

建物 4 1 2

機械装置 29 17 12

工具器具備品 130 51 78

合計 164 70 94

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械装置 29 11 18

車輌運搬具 3 0 3

工具器具備品 106 30 76

合計 140 42 97

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械装置 29 17 12

車輌運搬具 4 1 2

工具器具備品 130 51 78

合計 164 70 94

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 
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